
社長の泉澤です。

2018事業計画の推進状況について説明します。
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2018事業計画期間の前半はほぼ計画どおりに進捗しています。キャッシュフロー経営

の定着により、財務基盤のさらなる強化が進んでいます。

また、スチームパワーの市場縮小、中量産品の市況悪化への対応など、足下の課題

にも着実に取り組みながら、強い財務基盤に基づき、次期事業計画を見据えた成長の

施策を推進しています。

SpaceJet（MRJ）事業では、M90のTC（型式証明）取得、初号機引き渡しに向け、開発

を促進しています。

下のグラフは、2015年度以降の業績の推移と、当年度の見通しを示しています。事業

規模の面では、中国、欧州を中心とした中量産品の受注減速などの影響を受けていま

す。利益については、この市況変調を受け、固定費低減などの対策を推進しています。
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このページからは、2019年度上半期のトピックスを紹介します。

まずエネルギー関連では、厳しい市場環境の中でも、高効率ガスタービンの着実な受

注や、中小型ガスタービンの受注拡大といった成果をあげています。

火力事業の拡大を目指し、サービス事業の展開も進めています。ウズベキスタン共和

国エネルギー省と覚書を締結したほか、フィリピンにおけるサービス事業会社設立など

の取り組みも行っています。また、西シドニーの都市開発に関連し、豪州ニューサウス

ウェールズ大学と共同で、当社の開発した最適なエネルギーインフラの方向性を示す

定量的な指標「QoEn」（クウォン）の共同実証研究を推進中です。

伸長著しい再生可能エネルギーへの取り組みも進めています。再生可能エネルギー、

エンジン、蓄電池を組み合わせた自立給電システム「EBLOX」の普及を図っているほ

か、米国再生エネルギー発電市場の理解を深めるために、米国風力発電ファームを買

収し、運用する取り組みも行っています。
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次に、インダストリー＆社会基盤と航空機関連のトピックスです。

まず、物流機器事業強化のため、北米において販売代理店を買収しました。これによ

り、直販の拡大や、中古事業への参入を進めていきます。物流機器事業ではこのほか、

組織の統一、モデルの統一、さらには実験施設の滋賀工場への集約など、PMIの推進

により、さらなる生産性の向上、収益性の改善を進めます。

船舶の排出ガスから硫黄酸化物を除去する舶用SOXスクラバーは、排出ガス規制の

強化を受け市場が拡大しており、取り組みを強化しています。

また、鉄鋼生産のCO2低減に向け、微粉精鉱を用いて水素ベースで直接還元する画

期的な技術を開発し、2020年度から試運転に入ります。

さらに、今後のEV（電気自動車）普及拡大を見据え、電動圧縮機にリソースを集中する

ほか、中国の常熟市における新工場建設などにより、生産体制の確立を図っておりま

す。

民間航空機事業では、さらなる生産性の改善を進めています。

航空機エンジンでは、長崎造船所に部品工場の新設を決定しました。

このように、それぞれの事業において確実に伸長を図る施策を実行しています。
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SpaceJet（MRJ）事業では、SpaceJet M90のTC試験を加速する取り組みを行っていま

す。

SpaceJet M100については、今後の北米市場の主力モデルとして検討を開始していま

す。

また、サービス体制の面では、トレーニングセンターへのシミュレーターの納入などの

取り組みを進めているほか、ボンバルディア社CRJ事業の譲渡契約締結などにより、

事業体制を固めつつあります。

10月１日付で、MRJ事業部を民間機セグメント傘下に移管しました。これにより、CRJプ

ログラム、民間航空機Tier１事業、SpaceJet事業の3つにおいて、シナジーの最大化を

図ります。
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TOP（Triple One Proportion）は売上、総資産、時価総額の比率を1:1:1にするという、当

社グループの経営指標です。左の図にあるとおり、それぞれの事業をTOPの観点から

ポジショニングすることで、事業の課題とその対策の方向性を洗い出し、改善の施策を

打っています。左下に黄色で示した部分が、効率改善が必要なSBUです。今後、効率

性の向上を図ることで、収益性の改善、事業の成長を目指します。また、右下の「抜本

対策SBU」は、効率が高いにも関わらず収益につながっていないSBUです。戦略の見

直しなど、構造面も含めた抜本的な対策が必要と考えております。
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財務基盤の強化については計画どおり進捗しており、持続的な成長に必要な資金の

確保の目途が立っています。計画している資金配分を進め、今後の成長を推進します。

右側のグラフは、財務基盤強化や経営効率化の指標を示しています。キャッシュコン

バージョンサイクル（CCC）、D/Eレシオともに改善が進んでいます。
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2020年度の目標値については、従来の受注・売上5兆円の目標を、受注4兆6,000億円、

売上4兆7,000億円に見直しました。現在、M&A案件は事業成長と財務健全性のバラン

スを重視して慎重に実施しており、今回の目標値は決定済M&A案件の織り込み、およ

び厳しさを増す中量産品の市況を反映したものです。今後は、後ほど説明する成長戦

略への取り組みを強化し、さらなる事業の拡大を図っていきます。
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5月の決算説明会では、MHI Future Streamの中で、メガトレンドを見据えて今後の当

社の戦略領域を定めていくという説明をしました。今回は、その検討状況の中間報告と

して、当社がどのような分野を有望領域として洗い出したかという点を説明します。

当社は、モノづくりをベースに社会的な価値の変化や技術革新を取り入れ、事業領域

を拡大していきたいと考えています。上部に灰色で示すように、社会には様々なトレン

ドがある一方、同じく灰色で右側に示すように、世界では様々な技術革新も起こってい

ます。これらから見出せる、当社事業にインパクトを与え得るキーワードの一つが、脱

炭素・低炭素化、もう一つが、電化あるいは知能化に伴う機械システムの進化です。こ

れらは、当社にとってチャンスになると考えています。低炭素・脱炭素化については、

短期的には既存事業領域での低炭素化、長期的には脱炭素ビジネスの展開が考えら

れます。機械システムの進化については、電気駆動への置き換え、あるいは将来的な

無人化・省人化などがビジネスチャンスとなります。
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こうしたメガトレンドを踏まえた主要施策として、脱炭素・低炭素化と、電化・知能化につ

いて、それぞれこのような領域が有望と考えています。今後、この領域を絞り込むとと

もに、既存領域からリソースをシフトし、具体的な展開計画へと進めていきます。それ

ぞれについて次ページから詳しく説明します。
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まず既存パワー事業では、脱炭素・低炭素化への対応を進めます。

電力需要は今後も増加傾向が続くと考えられます。そのような中、三菱重工グループ

としては、脱炭素化、低炭素化の技術開発や市場投入に取り組み、それらの技術を適

用した製品をお客様に提供していきたいと考えています。左側には、発電量とCO2排

出量の将来予想について、現在考えられているシナリオをプロットしています。その中

で当社が提供できる領域として、脱炭素化では100％水素燃焼のガスタービンや、

CCS(Carbon Capture and Storage)／CCUS(Carbon Capture Utilization and Storage)、

軽水炉、洋上風車、といったものにビジネスチャンスがあると考えています。また、低炭

素化の領域では、次世代の高効率ガスタービンやIGCC（石炭ガス化複合発電）による

従来型火力の低炭素化、既設スチームパワープラントにおける効率改善やリプレイス、

バイオマス混焼、アンモニア混焼などに取り組んでいきます。

15



昨今注目を浴びる水素エネルギーに対する当社の取り組みについて紹介します。

将来の水素社会の到来を見据え、タイムリーに水素ガスタービンの開発を進めていま

す。これまで当社は、小規模ガスタービンにおける水素の混焼で300万時間以上の運

転実績を有しています。今後これを大型ガスタービンで実現することを目指し、そのス

テップ1として、30％の水素混焼を実現しています。次にステップ2として、100％の水素

専焼、さらにはステップ3として水素専焼ガスタービンの高効率化へと、開発を進めてい

きたいと考えています。オランダのMAGNUMプロジェクトでは、現在30％の水素混焼を

実施していますが、今後、天然ガス由来の水素で100％専焼に取り組みます。また、ア

メリカでは世界最大級の再生可能エネルギー貯蔵プロジェクトであるACES（Advanced 

Clean Energy Storage）に取り組んでいます。
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少し先の技術や社会ニーズではありますが、化石燃料からグリーンフューエルへの転

換やカーボンリサイクルの実現も視野に入れています。再生可能エネルギー技術を利

用した水電解や原子力の高温ガス炉による水の熱分解で生成した水素と、化石燃料

から分離・回収したCO2を使い、メタノール等の化学品を精製してCO2の固定化を進め

るものです。また、水素をアンモニアに合成しエネルギーキャリアとして活用する、CO2

そのものを貯留・直接利用するなど、様々な社会のニーズに応えていくため、今後お客

様や市場と対話を進めます。
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中量産品事業でも、環境負荷低減にビジネスチャンスがあり、当社のコアコンピタンス

を活かせると考えています。物流、モビリティ、快適な空間というそれぞれの領域で、リ

チウムイオン電池を用いた次世代フォークリフト、EV向け各種コンポーネント、低GWP

冷媒やCO2冷媒を用いた環境負荷低減に寄与する機器などを提供します。こうした環

境負荷低減製品に対する社会のニーズは今後も広がっていくと考えています。
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知能化に対する取り組みの一例として、これまでもIoTを活用した発電プラントの遠隔

監視や、その仕組みを用いた各種診断アプリケーションを既にお客様に提供していま

す。今後は、AIとメーカーの技術を組み合わせ、運転員をアシストする運転保守、さら

には、発電所の多様なKPIに応じ、デジタルツインを用いて最適な運用を実現する、自

動自律運転の仕組みを構築し、提供していきたいと考えています。
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物流機器の分野でも、知能化は必須になると考えています。その一例が自動化です。

人手不足が深刻化する中で、この分野に自動化の仕組みを提供していきたいと考えて

います。当社総合研究所の中に、物流実験センターを開設しました。ここで無人フォー

クリフト等を用いて、お客様にどのようなソリューションを提供できるか、お客様と対話し

ながら検討を進めていきます。また、今後は人と自動装置の共存も必要になってきま

すので、当社がこれまで培った技術を用いて、搭載カメラと深層学習によって安全な作

業環境を提供するという取り組みも進めていきたいと考えています。
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ここまで説明した取り組みを今後進めていくと同時に、リソース配分の具体化を進めま

す。まず、成長戦略の実現に向けた一つの打ち手として、必要な技術を獲得していき

ます。これは一例として整理したものですが、トレンドの3つのキーワードに対し、各ドメ

インでどのような技術を開発し、あるいは獲得する必要があるかを議論しています。
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技術の獲得にあたっては、すべてを自社でまかなうのではなく、オープンイノベーション

によって外部のアイデアや力を活用していきたいと考えています。画期的なアイデアを

創出するため、イノベーション推進研究所を2018年4月に設立しました。ここでは、大学、

研究機関、他社などと共同研究を行っています。イノベーティブな研究開発を進めてい

きたいと考えています。

Technology Scoutingの取り組みとして、ベンチャーキャピタルや、ベンチャー企業への

直接投資により、技術の発掘を行います。

Testbed Hubは、当社が持つものづくりの基盤やお客様とのネットワークと、ベンチャー

企業が持つアイデアを融合させる共創の場として、現在設置を検討しているものです。
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最後に、グループ経営体制の整備状況について、成長戦略の実現にフォーカスして説

明します。

まず、成長推進部門の設置を検討しています。これは、CEO直轄で機動的に事業開発

やインキュベーションを行える組織を作るもので、現在具体的な検討を進めています。

事業体制については大きな枠組みは整っていますが、例えば、7ページでも説明したよ

うに、SpaceJet（MRJ）事業、民間航空機Tier１事業、CRJプログラムの3つをまとめてシ

ナジーを追求するなど、再編を進めていきます。

人材については、電化、知能化といった新しい領域に対応するための要員の確保とと

もに、自律経営を牽引する経営人材の選抜、育成も進めていきます。

以上で2018事業計画推進状況の説明を終わります。
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